
本院の指摘に基づき当局において改善の処置を講じた事項

ホストタウンとして登録された地方団体による交流計画の実施に要する経費を算定事
項として交付する特別交付税について、地方団体に対して報告を求めることにより、
実際に要した当該算定事項の対象となる事業に係る経費の額を把握し、当該算定事項
に係る控除措置が適切に行われるよう改善させたもの

所管、会計名及
び科目

内閣府、総務省及び財務省所管
交付税及び譲与税配付金特別会計 （項）地方交付税交付金

部 局 等 総務本省
交 付 の 根 拠 地方交付税法（昭和 25年法律第 211号）
交流計画の実施
に要する経費を
算定の対象とす
る算定事項の概
要

ホストタウンとして登録された地方団体による交流計画の実施に要す
る経費の一部について、地方団体に交付すべき特別交付税の額の算定
の対象となる財政需要の事項とするもの

総務省が交流計
画分算定額を算
定した地方団体
数及び算定額

432地方団体 37億 0697万余円（令和元年度～ 3年度）

対象事業に係る
経費が全く生じ
ていない年度が
あるのに当該年
度について控除
措置が行われて
いなかった地方
団体数及び交流
計画分算定額

89地方団体 1億 3410万円（令和元年度～ 3年度）

（後掲 558ページの「東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた取組状況等につい
て」参照）

第
3
章

第
1
節

第
2

総
務
省

― 73 ―



1 ホストタウンとして登録された地方団体に対して交付される特別交付税の概要等
⑴ ホストタウンの取組等の概要
内閣官房東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会推進本部事務局（令

和 4年 3月 31日廃止。以下「オリパラ事務局」という。）は、平成 28年 1月から令和 3年 8

月まで、ホストタウン推進要綱（平成 27年 9月 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技

大会におけるホストタウン関係府省庁連絡会議決定）等に基づき、住民等と東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会等に参加するために来日する選手等との交流を行い、スポー
ツの振興等を図る取組を行う地方公共団体をホストタウンとして登録する事業を行ってい
た（以下、登録された地方公共団体を「登録団体」という。）。そして、登録団体は、登録時
に策定した交流計画に基づき、上記の両大会終了後も継続して上記の取組を実施すること
になっている。
⑵ 登録団体に対して交付される特別交付税の概要
ア 特別交付税の概要
総務省が地方交付税法（昭和 25年法律第 211号）に基づき地方団体

（注 1）
に対して交付する地

方交付税には、普通交付税及び特別交付税があり、このうち特別交付税は、普通交付税
の算定方法によっては捕捉されなかった特別の財政需要があることなどにより、普通交
付税の額が財政需要に比して過少であると認められる地方団体に交付されている。そし
て、同省は、特別交付税に関する省令（昭和 51年自治省令第 35号。以下「省令」という。）
において、地方団体に交付すべき特別交付税の額の算定の対象となる財政需要の事項
（以下「算定事項」という。）及び算定事項ごとの算定方法を定めている。
（注 1） 地方団体 地方交付税法上の概念で、都道府県及び市町村をいう。

イ 特別交付税の算定における交流計画の実施に要する経費の取扱い
総務省は、平成 28年度以降、省令において、登録団体による交流計画の実施に要す
る経費を算定事項としている（以下、当該算定事項の算定額を「交流計画分算定額」とい
う。）。そして、交流計画分算定額の算定等の手続は、おおむね次のとおりとなってい
る。
① 登録団体は、「ホストタウン交流計画の年度事業調」（以下「年度事業調」という。）
に、交流計画の概要、交流計画の実施に要する経費（見込額を含む。以下同じ。）等を
記載して、オリパラ事務局（令和 4年度においてはその事務の移管を受けたスポーツ
庁。以下同じ。）に提出し、オリパラ事務局は、年度事業調の記載内容を審査した後、
総務省に対して送付する。そして、年度事業調には、交流計画の実施に要する経費
を、交流計画分算定額の算定対象となる事業（以下「対象事業」という。）に係る分と対
象事業以外の事業に係る分とに区分して記載することとなっている。
② 地方団体は、年度事業調に記載した交流計画の実施に要する経費のうち、一般財源
を財源とする対象事業に係る経費の額（以下「算定対象額」という。）等を「ホストタウン
交流事業に関する調」（以下「交流事業調」という。）に記載して、当該地方団体が都道府
県である場合には直接、市町村である場合には都道府県を経由して、総務省に提出す
ることにより、算定対象額を報告する。
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③ 総務省は、年度事業調と交流事業調とを突合するなどして審査した上で、算定対象
額に 0.5を乗ずるなどして、地方団体ごとの交流計画分算定額を算定する。そして、
交流計画分算定額と当該地方団体に係る他の算定事項の算定額を合算して得た額を、
毎年度、特別交付税として地方団体に対して交付する。なお、特別区は地方団体に該
当しないが、東京都に交付すべき特別交付税の額については、道府県と同様に算定し
た額に、特別区の存する区域を市とみなして算定した額を加えて算定するという特例
が設けられている。

ウ 控除措置
省令によれば、前年度以前の特別交付税の算定事項ごとの算定額について、必要な経
費の見込額等により算定した額が実際に要した経費を著しく上回ることなどにより特別
交付税の額が過大に算定されたと認められるときは、総務大臣が調査した額を当該年度
の特別交付税の算定額から控除することとされている（以下、この措置を「控除措置」と
いう。）。

⑶ 交流計画分算定額に係るこれまでの本院の検査の状況等
本院は、元年 12月に、会計検査院法第 30条の 3の規定に基づき、「東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会に向けた取組状況等に関する会計検査の結果について」（以下
「元年報告」という。）を参議院に報告した。元年報告においては、総務省が、算定対象額を
報告していた地方団体から実際に要した対象事業に係る経費の額の報告を受けることとし
ていない事態が見受けられたことを記述した。そして、実施していない対象事業があるに
もかかわらず、控除措置が行われていない地方団体が見受けられたことから、適切に控除
措置を行うことができるよう、算定対象額を報告していた地方団体から実際に要した対象
事業に係る経費の額の報告を求める必要があると認められた旨を記述した。
総務省は、上記の検査結果を踏まえて、元年 10月に事務連絡（以下「元年事務連絡」とい
う。）を発出し、地方団体に対して、平成 28年度から 30年度までに実際に要した対象事業
に係る経費の額の報告を求めた。そして、同省は、令和元年 12月に、当該報告に基づ
き、実際に要した対象事業に係る経費の額が算定対象額を下回っていた計 231地方団体を
対象として、計 3億 4961万余円の控除措置を行っていた。

2 検査の結果
（検査の観点、着眼点、対象及び方法）

本院は、合規性、経済性等の観点から、元年報告に記述した前記の内容を踏まえつつ、総
務省が、算定対象額を報告していた地方団体に対して、元年事務連絡を発出して以降、実際
に要した対象事業に係る経費の額の報告を求めているかなどに着眼して検査した。
検査に当たっては、元年度から 3年度までに総務省が交流計画分算定額を算定した 432地
方団体
（注 2）
（27県及び 405市区町村）に係る交流計画分算定額計 37億 0697万余円を対象とし

て、同省において実際に要した対象事業に係る経費の額の報告の徴求状況等について説明を
聴取するとともに、 2地方団体において交流計画分算定額の算定等に係る資料を確認するな
どして、会計実地検査を行った。また、上記の 432地方団体から対象事業に係る調書、関係
資料等の提出を受けて、その内容を確認するなどして検査した。
（注 2） 地方団体数の集計に当たっては、便宜上、各特別区についてそれぞれ 1地方団体として

集計している。以下同じ。
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（検査の結果）

検査したところ、総務省は、元年事務連絡を発出して以降、同省に対する会計実地検査が
行われた 4年 7月までの間に、元年度から 3年度までに算定対象額を報告していた地方団体
に対して、実際に要した対象事業に係る経費の額の報告を元年事務連絡と同様の事務連絡を
発出するなどして求めておらず、その額を把握していなかった。その理由について、同省
は、的確な見通しをもって必要な経費の見込額等を算定対象額として報告するよう、地方団
体に対して周知徹底を行ってきたことなどによるとしていた。
そこで、元年度から 3年度までに総務省が交流計画分算定額を算定した 432地方団体にお
ける対象事業の実施状況等を確認したところ、延べ 104地方団体（純計 89地方団体（ 4県及
び 85市町村）

（注 3）
。これらの地方団体に係る交流計画分算定額計 1億 3410万余円）においては、

対象事業を実施しておらず、対象事業に係る経費が全く生じていなかったのに控除措置が行
われていない状況となっていた。
（注 3） 89地方団体（ 4県及び 85市町村） 秋田、茨城、長野、徳島各県、登別、気仙沼、名

取、横手、仙北、東根、会津若松、いわき、二本松、田村、本宮、栃木、小山、富

岡、さいたま、川越、秩父、加須、幸手、鶴ヶ島、成田、旭、市原、流山、山武、

武蔵野、青梅、調布、西東京、藤沢、小千谷、加茂、十日町、高岡、甲府、都留、

山梨、高山、恵那、藤枝、袋井、下田、安城、稲沢、四日市、熊野、舞鶴、貝塚、

奈良、鳥取、津山、赤磐、三原、尾道、山口、萩、防府、東かがわ、松山、新居

浜、久留米、柳川、みやま、嬉野、長崎、中津、宮崎、鹿屋、西之表、薩摩川内各

市、岩手郡雫石、紫波郡紫波、南会津郡南会津、下高井郡山ノ内、知多郡美浜、仁

多郡奥出雲、邑智郡邑南、隠岐郡海士、山県郡安芸太田、伊予郡砥部、京都郡みや

こ、築上郡築上各町、九戸郡野田、利根郡片品、北都留郡小菅各村

このように、総務省において、元年度から 3年度までに算定対象額を報告していた地方団
体に対して、実際に要した対象事業に係る経費の額の報告を求めておらず、その額を把握し
ていなかったため、対象事業に係る経費が全く生じていなかったのに控除措置を行っていな
かった事態は適切ではなく、改善の必要があると認められた。
（発生原因）

このような事態が生じていたのは、総務省において、元年度から 3年度までに算定対象額
を報告していた地方団体に対して、実際に要した対象事業に係る経費の額の報告を求めて、
その額を把握することの必要性に対する理解が十分でなかったことなどによると認められ
た。

3 当局が講じた改善の処置
上記についての本院の指摘に基づき、総務省は、元年度から 3年度までに算定対象額を報
告していた地方団体に対して、実際に要した対象事業に係る経費の額等の報告を求めること
として、 4年 8月に、事務連絡を発出した。そして、当該事務連絡に基づく地方団体からの
報告を受けて、同年 12月に、対象事業に係る経費が全く生じていなかった前記 89地方団体
のうち 85地方団体（85市町村）に係る交流計画分算定額計 1億 3027万余円全額の控除措置
を行うとともに、残りの 4地方団体（ 4県）に係る交流計画分算定額（計 383万余円）を対象と
して、 5年 12月に計 383万余円全額の控除措置を行う予定であることを、同年 9月に当該
4地方団体との間で確認する処置を講じた。
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なお、上記の控除措置に加えて、総務省は、実際に要した対象事業に係る経費が発生して
いたもののその額が算定対象額を下回っていた 339地方団体のうち、314地方団体（314市区
町村）
（注 4）

に係る交流計画分算定額（計 25億 4438万余円）を対象として、 4年 12月に計 9億
6678万余円の控除措置を行っていた。また、残りの 25地方団体（25県）

（注 4）
に係る交流計画分算

定額（計 4億 2123万余円）を対象として、 5年 12月に計 1億 9568万余円の控除措置を行う
こととしていた。
（注 4） 対象事業に係る経費が全く生じていなかった年度がある地方団体であって、当該年度以

外に、実際に要した対象事業に係る経費の額が算定対象額を下回っていた年度があるもの

を含む。
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